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要旨：地域住民の健康を支える初期医療（Primary care）を担う診療所を、「在宅医療を提供する
診療所」、「救急医療を提供する診療所」、「在宅も救急も行っていない診療所」に分類し、それぞ
れの特徴と「かかりつけ医」としてのあるべき役割について展望する。
キーワード：診療所、初期医療（Primary care）、在宅療養支援診療所、救急医療体制
１．はじめに
　平成26年10月現在、全国の医療施設は177,546施設で、「病院」は8,493施設、「一般診療所」は
100,461施設、「歯科診療所」は68,592施設である。医療施設の約95％以上を診療所が占めている。
そして、現在国は医療提供の在り方として、診療所と病院の役割を明確にすることを推進してい
る。
　診療所の役割は地域住民の健康を支える「初期医療（Primary care）」を提供する施設である。
それは人が身体の不調を感じた時、身近にある診療所がその任に当たるべきという考え方に由来
している。診療所の医師の本来の機能として「かかりつけ医」、「家庭医」という役割が見込まれ
ているからであろう。
　病院の役割は診療所では補えない治療や入院医療の提供である。そして病院での治療が終わっ
た患者、すなわち治癒状態ではないが症状が安定した患者は定期的な医療の提供を受けるため初
期医療を行った診療所にかえるのである。
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　診療所を開設するのはほとんどが医師である。医学部を卒業し専門の診療科医として病院での
勤務医を経て診療所（別名称：医院又はクリニック）を開設する。
　また、診療所は診療科という専門機能で分類するのが一般的である。しかし今回の考察では
「在宅医療を提供する診療所」、「救急医療を提供する診療所」、そして「在宅・救急も行っていな
い診療所」と３つに分類することとした。
　人が医療提供をもっとも必要とするとき、それは「急病のとき」と「人生の終末のとき」とい
えるだろう。今日、日本社会が抱える少子高齢化や家族の在り方の変化は、医療や福祉と不可分
な関係であり、地域の診療所の果たすべき役割にも相応の変化が求められる。その変化に対応す
るために、先述の３つの分類ごとに課題をまとめてみた。
２．一般診療所の各診療科別分類
　「表１　診療所の診療科目別に見た施設数１」では、一般診療所を診療科別にみると「１　内
科」が63,888施設（一般診療所総数の63.6％）ともっとも多く、ついで「13　小児科」20,872施設
（同20.8％）である。今回の研究対象のひとつである「在宅医療」に関しては、さまざまな診療
科の医師が行っているが、その中でも多いのが内科系と小児科を標榜している診療所の医師と推
測する。その理由は、在宅医療を利用している人は病状が安定しており、すぐに外科的処置を行
う必要がなく、その場合内科医また小児科医が対応するのが一般的である。例をあげると、末期
がんの患者や何らかの疾病で寝たきり状態の高齢者や難病の人などである。また、在宅で医療機
器等を取り付けて療養している人（酸素療法、人工呼吸、経管栄養法、中心静脈栄養法等の機
器）は長年にわたり寝たきりの状態で療養しており、その指導管理は内科医・小児科医が概ね行
うケースが多い。しかし、それ以外の診療科でも「在宅医療」を提供している場合もあるので詳
細なデータを把握することは容易ではない。そして、「在宅医療」については後述する在宅医療
専門の医療機関である「在宅療養支援診療所」で詳しく述べることにする。
　次に「救急医療」に関しては、「39　救急科」の施設数は37施設（一般診療所総数の0.03％）
である。現在、我が国の救急医療の提供は病院が中心に行う形が一般的である。その理由は、病
院は診療所より規模が大きく医療設備が整っているからである。また、救急対応できる医療従事
者の数も多い。後述しているが、救急需要は毎年伸び続けている。増加の要因は、社会構造や価
値観の変化により安易な救急車の利用や、急を要する病状でないと思われる軽症患者の利用者が
「診療所の医師」の役割に関する一考察
増えたことにある。そしてこれらの患者が病院の救急科に受診することで重症患者の診療の妨げ
になっていることも指摘されている。 
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平成26（2014）年10月１日現在
総数に対する割合（％）施設数
100100,461一般診療所総数
63.663,888内科1
7.97,894呼吸器内科2
1313,097循環器内科3
18.618,658消化器内科（胃腸内科）4
1.71,720腎臓内科5
3.13,065神経内科6
3.33,273糖尿病内科（代謝内科）7
0.4424血液内科8
12.312,328皮膚科9
7.27,241アレルギー科10
4.44,403リウマチ科11
0.4399感染症内科12
20.820,872小児科13
6.56,481精神科14
4.64,577心療内科15
13.913,976外科16
0.2153呼吸器外科17
0.3318心臓血管外科18
0.7664乳腺外科19
0.4448気管食道外科20
1.21,237消化器外科（胃腸外科）21
3.73,726泌尿器科22
3.23,246肛門外科23
1.71,736脳神経外科24
12.712,792整形外科25
1.91,958形成外科26
1.11,128美容外科27
8.28,260眼科28
5.85,870耳鼻いんこう科29
0.4383小児外科30
表１　診療所の診療科目別にみた施設数（重複計上）
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３．在宅医療を提供する診療所
　国は「入院医療」から「在宅医療」への転換を推進している。その理由のひとつとしてあげら
れるのは医療費削減である。今日の超高齢社会２において高齢者の医療費は年々増え続けている。
平成27年度の国勢調査によると、65歳以上の高齢者の人口は3342万人で総人口に占める割合は
26.7％である。また、75歳以上の人口は1612万人（総人口の８人に１人）を占め、14才以下の子
ども（1588万人）を初めて上回った。
　医療費の増加を少しでも減らす一番の要因は不必要な入院医療を減らすことである。特に状態
が安定しているにもかかわらず、退院後の帰宅先が乏しい高齢者や精神疾患患者の社会的入院の
問題は今後ますます深刻化する大きなテーマといえる。
　国は、「厚生労働省　中央社会保険医療協議会総会（第291回）議事次第　在宅医療（その１）
について３」で社会保障・税一体改革のひとつとして在宅医療の推進を以下のように提示してい
る。
3.13,105産婦人科31
0.4364産科32
1.91,907婦人科33
12.112,198リハビリテーション科34
3.83,865放射線科35
2.12,143麻酔科36
040病理診断科37
045臨床検査科38
037救急科39
1.71,679歯科40
0.1114矯正歯科41
0.2181小児歯科42
0.2185歯科口腔外科43
10068,592歯科診療所総数
9867,207歯科40
34.323,511矯正歯科41
62.142,627小児歯科42
34.723,808歯科口腔外科43
出典：平成26年10月現在　厚生労働省　医療施設調査
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＜社会保障・税一体改革①より＞
「在宅医療の拠点となる医療機関の趣旨及び役割を明確化するとともに、在宅医療
について、達成すべき目標、医療連携体制等を医療計画に記載すべきことを明確化
するなどにより、在宅医療を充実させる。」
「できる限り住み慣れた地域で在宅を基本とした生活の継続を目指す地域包括ケア
システム（医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等へ
の包括的な支援）の構築に取り組む。」
　「地域包括ケアシステム」とは、高齢者がどこに住んでいても、その人にとって適切な医療・
介護サービスが受けられる社会を実現するシステムである。この中で、平成18年度より緊急時の
連絡体制及び24時間往診できる体制等を確保している在宅医療を行う医療機関（診療所）につい
て、「在宅療養支援診療所」を創設した。また、平成24年には在宅療養を更に強化した「機能強
化型在宅療養支援診療所」も創設した。「在宅療養支援診療所・機能強化型在宅療養支援診療所の
主な要件４」は下記のとおりである。（一部抜粋）
「在宅療養支援診療所の概要」
　地域において在宅医療を支える24時間の窓口として、他の病院、診療所等と連携
を図りつつ、24時間往診、訪問看護等を提供する診療所。
［主な施設基準］
①24時間連絡を受ける体制を確保している。
②24時間往診また訪問看護が可能である。
③緊急時に直接担当者と連絡が取れる電話番号や注意事項を事前に患者又家族に対
して説明の上、文書で提供している。
④緊急時に入院できる病床を確保している。
⑤連携する保険医療機関、訪問看護ステーションへ適切に患者の情報を提供してい
る。
⑥年に１回、看取りの数を報告している。
「機能強化型在宅療養支援診療所」
　複数の医師が在籍し、緊急往診と看取りの実績を有する医療機関。地域で複数の
医療機関が連携して対応することも可能。「連携強化型在宅支援診療所」という。
「主な施設基準」
①在宅医療を担当する常勤の医師が３名以上配置。
②過去１年間の緊急の往診実績を10件以上有する。
③過去１年間の在宅における看取りの実績を報告している。
（単独型は年４件以上　　連携型は年２件以上）
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④15歳未満の超・準超重症児に対する総合的な医学管理の実績
（単独型は年４件以上　　連携型は年２件以上）
更に、在宅患者数が在宅・外来患者の合計数の95％以上の「在宅医療を専門に実施
する在宅療養支援診療所」の施設基準は、看取りが年20件以上または15歳未満の
超・準超重症児に対する総合的医学管理の実績10件以上等
　在宅療養支援診療所（機能強化型含む）の届出数は、創設した平成18年度は9,434施設であっ
たが、平成26年度は14,662施設で5,228施設増えている。また、平成26年度全診療所施設数（歯科
含む）169,053施設の中の在宅療養支援診療所の割合は8.7％である５。（表２）
　しかし、在宅療養支援診療所の届出を行ってはいないが在宅医療を行っている診療所もある。
その理由はさまざまであるが在宅療養支援診療所の施設基準に関係があると考えられる。
　「表３　在宅医療サービスの実施状況６」は、医師又は医師以外の医療従事者が在宅医療を
行っている医療機関のデータである。結果をみると、一般診療所で医療保険による在宅サービス
を実施している施設数は38,478施設（一般診療所総数の38.3％）である。先述した在宅医療を行
う可能性の高い診療科を「内科系」と「小児科」と考えて、対象となる施設数（表１の「１」か
ら「８」、「11」から「13」の診療科）137,693件から上記の在宅医療を行っている施設数38,478施
設の割合を算出すると27.9％となる。（この数字には在宅医療を行っている全診療科を対象とし
表２　在宅療養支援診療所届出数（強化型含む）
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ている数字から算出しているのであくまでも概算である。）また、在宅サービスを行っている
38,478施設のうち、在宅看取りを行っている施設数は4,312施設（11.2％）である。この数字から
読み取れることは、地域医療を担う「かかりつけ医」としての診療所の役割を考えると在宅医療
を行っている割合が少ない。そして、在宅医療を行っていても患者の看取りを行っている診療所
は更に少なく、身体の状態が安定している場合の在宅医療は提供しても状態が急変し死を迎える
場合、看取りは行っていないことになる。その場合、地域の病院と連携をとっており、患者が急
変した時は病院に搬送し、病院の医師が看取りを行っていると考えられる。
　歯科診療所の20.5％は一般診療所と17.8％しか差がない。歯科以外の在宅医療は数十年前から
行われていたが、歯科の訪問診療はそれに比べると歴史は浅い。歯科の訪問診療が増えている理
由は、高齢者の増加、それに伴う寝たきり高齢者の増加にあると考える。そして、歯の状態を良
くすることや口腔ケアの指導が内臓機能や認知症予防に関連性が深く、重要であるとの認識の広
がりを示す数値といえるのかもしれない。
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平成26（2014）年９月中
実施１施
設当たり
実施件数
実施件数
総数に対
する割合
（％）　
施設数　
……1008,493病院総数
……635,305
医療保険等による在宅サービスを実施
している
914,438191,62701往診
46123,557322,69202在宅患者訪問診療
569,304216603歯科訪問診療
105,535756904救急搬送診療
3326,6601080405在宅患者訪問看護・指導
117104,0641088706精神科在宅患者訪問看護・指導
1811,2317621
07在宅患者訪問リハビリテーション
指導管理
1953,335332,838
08訪問看護ステーションへの指示書
の交付
2829647609在宅看取り
……302,531
介護保険による在宅サービスを実施し
ている
表３　在宅医療サービスの実施状況（複数回答）６
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4146,610131,130
10居宅療養管理指導（介護予防サー
ビスを含む）
8880,45811916
11訪問看護（介護予防サービスを含
む）
116171,580181,486
12訪問リハビリテーション（介護予
防サービスを含む）
……100100,461一般診療所総数
……3838,478
医療保険等による在宅サービスを実施
している
8193,1142323,35801往診
46948,7282120,59702在宅患者訪問診療
7411,584015703歯科訪問診療
23,35121,57504救急搬送診療
1649,23133,10405在宅患者訪問看護・指導
5625,915146106精神科在宅患者訪問看護・指導
610,50821,831
07在宅患者訪問リハビリテーション
指導管理
8119,4071414,513
08訪問看護ステーションへの指示書
の交付
28,16744,31209在宅看取り
……1010,293
介護保険による在宅サービスを実施し
ている
46332,89477,169
10居宅療養管理指導（介護予防サー
ビスを含む）
2032,75721,625
11訪問看護（介護予防サービスを含
む）
5277,07721,489
12訪問リハビリテーション（介護予
防サービスを含む）
……10068,592歯科診療所総数
……2114,069在宅医療サービスを実施している
1098,824149,48301訪問診療（居宅）
35330,780149,38302訪問診療（施設）
50230,21974,59703訪問歯科衛生指導
34156,98674,590
04居宅療養管理指導（歯科医師によ
る）
48167,25353,491
05居宅療養管理指導（歯科衛生士等
による）
79,83521,371
06介護予防居宅療養管理指導（歯科
医師による）
910,73721,149
07介護予防居宅療養管理指導（歯科
衛生士等による）
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４．　 救急医療を提供する診療所
　平成20年４月１日から医療法一部改正により「救急科」という診療科を単独で広告することが
可能になった。これにより、病院では救急部を設置、救急専門医を配置し救急医療に力を入れて
いる施設も多い。診療所は、平成26年10月現在の医療施設調査で診療科目「救急科」と標榜して
いる施設は37施設となっている。（表１）
　「救急科」と聞くと「夜間や休日でも何時でも診てくれる医師がいる場所」と想定する場合が
多いかもしれない。病院の場合夜間や休日は当直医師がいる。また救急科を標榜している病院は
救急専門医がおり、急患に対応できる体制がとられている。一方診療所はどうだろう。救急科を
標榜している診療所では通常の診療時間（概ね午前９時前後から午後７時前後）は救急専門医の
診察が行われているが、夜間や休日も対応できる体制がとられている診療所は「37施設」のうち、
どの位の割合であるのだろうか。
　「総務省消防庁　救急救助の現状救急自動車、消防防災ヘリコプターによる救急出動件数及び
救急搬送人員の推移７」によると、平成26年中の救急出動件数は、消防防災ヘリコプターによる
件数も含め、598万8,377件（前年比６万9,438件増、1.2％増）、搬送人員は540万8,635人（前年比６
万12人増、1.1％増）であった。そのうち救急自動車による救急出動件数は598万4,921件（前年比
６万9,238件増、1.2％増）、搬送人員は540万5,917人（前年比５万9,830人増、1.1％増）で救急出動
件数、搬送人員ともに過去最高を更新した。また、同じく「傷病程度別の搬送人員対前年比」に
よると、救急自動車は１日平均１万6,397件（前年１万6,207件）で5.3秒に１回（前年5.3秒に１
回）の割合で出動しており、国民の24人に１人が搬送されたことになる。また、搬送人員のうち
もっとも多い傷病程度別は軽症266万9,888人（49.4％）、続いて中等症217万4,746人（40.2％）、重
症47万2,485人（8.7％）、死亡７万7,897人（1.5％）である。
　わが国の救急医療体制は、三体制に分かれている。
煙 初期救急体制：軽症患者（帰宅可能患者）に対する救急医療
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煙 二次救急体制：中等症患者（一般病棟入院患者）に対する救急医療
煙 三次救急体制：重症患者（集中治療室等に入院する患者）に対する救急医療
　二次、三次救急体制は病床を有している病院が対象である。患者は救急車で搬送される場合
（三次救急はドクターヘリも含む）と独歩で来院する者を受け入れるが、基本的に軽症患者より
入院が必要な中等症患者と重症患者を対象としている。しかし、患者の病状は医師が診察をしな
いとその程度がわからない。従って診察の結果、軽症患者または無病であったということはあり
得るのである。また、先述した「傷病程度別の搬送人員対前年比」からもわかるように、救急搬
送患者の半数が軽症患者であるので、二次、三次救急病院でも軽症患者を受け入れざるを得ない
のである。そして、大規模病院の中でも三次救急体制の他に初期救急、二次救急の対象患者も受
け入れる「ER科」を設置している施設も多くなっている。「ER科」は、来院した患者をトリ
アージすることで、傷病程度（軽症・中等症・重症）別に診察ができ、重症患者の早期治療に当
たることができるという利点がある。
　初期救急体制は各自治体が行っている「夜間・休日診療所」と「救急科」を標榜している診療
所が診療を行っている。基本的に軽症患者を対象としているので独歩の患者が多いが、施設に
よっては救急車搬送の患者も受け入れる。しかし、自治体が行なっている診療所は施設数に限り
があり、深夜まで行っている施設は多くはない。また、先述したように救急科を標榜していても
深夜や休日に対応していない診療所も多い。従って、軽症患者（初期救急対象患者）を、二次、
三次救急体制である病院が診療を行っており、その結果、重症患者を病院側が受け入れられない
ケースが多くなっている。重症患者が救急車搬送時にたらい回しにあったという報道があるが、
病院は受け入れたくないのではなく、受け入れたくとも患者が多く（軽症と重症が混在している
状態）受け入れられないのである。そして、救急車を利用しない急患の患者も数多くいる。
５．在宅も救急も行っていない診療所
　在宅医療も救急医療も提供していない診療所はどのような診療所であるか。そこで診療科で考
えてみると、長期に寝たきり状態の患者や、緊急を要する傷病の患者を診る機会が少ない診療科
があげられる。例えば、耳鼻咽喉科や眼科などである。しかし、現場では夜間や休日に耳鼻咽喉
科や眼科の急患は存在する。そして専門医がいない場合、内科や外科等の診療科で応急処置を
「診療所の医師」の役割に関する一考察
行っていることが多い。しかし先述したとおり、必ず上記の診療科が在宅や救急を行っていない
というデータはない。従って、診療科別に区分けすることは安易にはできない。
　次に勤務条件で考えてみる。診療所の通常診療時間は概ね平日９時から午後６時前後である。
「在宅医療」や「救急医療」は、夜間・深夜・休日診療が多い。医療従事者数の少ない診療所で
は勤務時間に限界がある。
６．考察
　はじめで述べたように、診療所は初期医療（Primary care）を担っている地域の「かかりつけ
医」である。理想をいえば、人は幼い時からその「かかりつけ医」のもとで診察を受け、夜間で
も休日でも苦しい時辛い時はいつでも相談をし、治療を受けることができる「家庭医」という存
在を欲している。しかし、現実には「在宅医療」を行っていない診療所は多く、また「在宅医
療」を行っていても「在宅看取り」を行っていない診療所が存在することがわかった。また、
「在宅医療」は計画的に行われるものであり、それ以外の患者（いわゆる契約していない急病の
患者）の「在宅医療」は行われていない。従って、「在宅医療」を受けていない急病患者は「救
急医療」を受けることになるが、「救急医療を提供する診療所」の数は少ないので、急病の場合、
患者は救急車で病院に搬送されるか、独歩で地域の病院に行くしかない。
　診療所の医師は１人、２人の少人数で行っている場合が多い。従って、「在宅医療」や「救急
医療」を行う体制を整えるには、医師以外の医療従事者の協力が今以上に必要と考える。また、
診療時間を常に決まった時間にするのではなく、夜間専用の時間を設けるなど、患者中心の医療
提供を今一度、検討する必要があるのではないだろうか。昼間の状態の良い患者の診察や定期的
検査、投薬の処方という治療のみではかかりつけ医の機能として不十分である。地域の診療所で
はなく病院をかかりつけ医とする患者に理由を聞くと「診療所は夜間や休日に診てくれないから
病院のほうが安心」という意見が多い。
　診療所は「在宅医療」と「初期救急医療」双方の機能を併せ持った医療提供体制が理想であり、
本来の姿と考える。それには、上記のような個々の診療体制の変革以外に、国全体で医療提供の
在り方を変える必要がある。また、患者も「かかりつけ医」としての診療所の重要性を認識し、
安易に初めから大規模な病院に行くことがないよう、意識を変える必要がある。それらの諸問題
を克服するために何が必要か。そのための研究を更に掘り下げるための一里塚としてこの研究レ
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ポートは存在している。
７．おわりに
　今回はいくつかのデータをもとに概観した結果、日本の現在の医療提供体制が広義ではあるが
理解ができた。次回はこのデータをもとに、診療所の医師へのインタビュー形式の質的調査を行
い、医師個人が考える「在宅医療」、「救急医療」の提供についてまとめる予定である。
　そして、医療機関の財的資源である医療保険制度や診療報酬制度についても分析を行い、診療
所経営からみた「在宅医療」、「救急医療」の提供を研究する。特に、医療保険制度については、
諸外国との比較調査を行うことでより良い診療所の医療提供の在り方が見えてくるのではないか
と考える。
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